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第６次たかまつ男女共同参画プラン策定支援業務委託仕様書 

 

 本仕様書は、高松市が行う第６次たかまつ男女共同参画プラン策定支援業務（以下

「本業務」という。）に適用するものとする。また、本仕様書より成果物の品質向上

につながる提案等があれば、企画提案書をもって提案できるものとする。 

 

１ 件名 

  第６次たかまつ男女共同参画プラン策定支援業務委託 

 

２ 目的 

  「第５次たかまつ男女共同参画プラン」（以下「現プラン」という。）の計画期間

が令和８年度をもって終了することから、本市における男女共同参画社会の形成促

進のため、現在の社会環境及び市民の意識や実態に対応した「第６次たかまつ男女

共同参画プラン」（以下「次期プラン」という。）を策定することとしている。 

  本業務は、次期プランの策定に当たり、男女共同参画に関する市民の意識、家庭

生活及び職場の実情等を把握し、次期プラン策定の基礎データとし、今後の男女共

同参画施策推進の参考資料とするとともに、ニーズ調査の結果を踏まえ、次期プラ

ンの策定を支援することを目的とする。 

 

３ 委託期間 

  契約締結日から令和９年３月２０日までとする。 

 

４ 基本条件 

 (１) 次期プランの位置付け 

   ア 本業務の実施に当たり、本仕様書のほか、関連する法令、規則等を遵守す

るとともに、関連する上位計画、及び庁内の諸計画との整合性を図らなけれ

ばならない。 

   イ 以下の(ア)～(ウ)の計画として位置付けている現プランに、新たに以下の

(エ)の計画を位置付けて策定するものとする。 

(ア) 男女共同参画社会基本法第１４条第３項に基づく市町村男女共同参画 

計画 

   (イ) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第２条の３

第３項に基づく市町村基本計画 

   (ウ) 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第６条第２項に基づ

く市町村推進計画 

   (エ) 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律第８条第３項に基づく
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市町村計画 

 (２) 次期プランの計画期間 

令和９年度から１３年度まで 

 

５ 業務内容 

 【令和７年度業務】 

(１) 市民等意識調査の実施 

   次期プラン策定のための基礎調査として、男女共同参画に関する市民等意

識調査を実施する。 

   ア 調査内容（数については目安とする。） 

内容 対象 数 
回収 

見込率 

市民生活意識調査 １８歳以上の市民 ２，０００人 ５０％ 

事業所実態調査 市内民営事業所 ３００事業所 ５０％ 

市民団体等実態調査 市内市民団体等 １００団体 ５０％ 

    イ 調査票の設計 

     市民等意識調査の調査項目について、経年比較の必要性に留意し、前回

調査のほか、専門的な見地から、調査票について、以下のことに留意しな

がら提案すること。 

なお、調査票の内容については、委託者と協議し事前に承認を得ること。 

    (ア) 前回調査の調査項目を参考に、経年変化を捕捉できる項目とし、必

要に応じて、現在の社会情勢等に見合った調査項目に修正すること。 

    (イ) 回答者の負担軽減のため、読みやすく、分かりやすいものとなるよ

う、工夫・配慮し、回収率が向上するような方策を講じること。 

    (ウ) 調査方法については、郵送を基本とするが、回収率が向上するよう

に Web回答も併用とする。 

なお、Web回答については、実施受託者が作成した調査票データを基

に、委託者が Logoフォームにて作成し、Logoフォームにて回答があっ

たものについて、委託者が集約した回答データ（CSV形式）を提供する

ものとする。 

    ウ 調査時期 

      令和７年１０月～１１月のうち１か月程度 
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エ 実施に係る作業分担 

委託者 受託者 

①実施方針の決定 

③調査票案の検討と確定 

⑥対象者の抽出 

⑫調査結果報告書案の検討と確

定 

②調査票の素案作成と補修正 

④発送用（角２）、返信用（長３）封

筒及びラベルの確保 

⑤調査票、発送及び返信用封筒の印刷 

⑦調査票の封入、封緘、ラベル作成、

貼付 

⑧発送・回収に係る経費負担（郵送料

含む） 

⑨回収した調査票の開封・管理 

⑩回収した調査票の入力、集計、分析 

⑪調査結果報告書案の作成と補修正 

 (２) 住民等意見交換会 

    次期プラン策定に当たり、市民から意見聴取をするために令和７年度中に開

催予定の男女共同参画ワールドカフェ（仮）に同席し、意見聴取した内容を次

期プランへ反映させること。 

 (３) 市民等意識調査実施報告書の作成 

令和７年１２月末までに、市民等意識調査の概要（調査目的・調査方法・回

収結果等）、市民等意識調査結果（回答者の属性、回答結果の集計、分析結果等）、

参考資料を取りまとめた報告書を作成すること。 

【令和８年度業務】 

(１) プラン策定支援 

    市民等意識調査等の結果等を踏まえ、現プランの現状分析・評価及び課題等

の整理をした上で、以下のとおり、次期プランの策定を支援すること。 

   ア プランの施策体系、内容等の検討支援 

    (ア) 市の総合計画や他計画との位置付けに関する整理 

    (イ) 国の基本指針、香川県の「第５次かがわ男女共同参画プラン（策定予

定）」、「かがわ困難な問題を抱える女性等支援計画」等を踏まえた計画

の施策体系、内容等の検討 

イ 本市の男女共同参画に関する現状と課題の分析等 

    (ア) 現プランの達成状況の整理・分析・進捗評価、課題の整理 

    (イ) 国の男女共同参画基本計画や現プランに関する市の事業の整理、現状

分析、課題の整理 

    (ウ) 市民等意識調査等の結果等を踏まえた現状と課題の整理・分析 
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    (エ) 困難な問題を抱える女性等の現状と課題の整理・分析 

(オ) 現プランの評価方法・評価内容に関する検討支援 

ウ 計画骨子案・素案の作成支援 

(ア) 具体的な男女共同参画施策の検討支援 

     (イ) 目標数値設定の検討支援 

     (ウ) 評価指標の検討支援 

     (エ) 評価方法の提案・検討支援 

     (オ) プラン骨子案・素案の作成・修正・校正 

エ 男女共同参画推進懇談会やパブリックコメント等の意見反映 

    (ア) 関係会議への出席は求めないが、委員等からの意見に対する助言、プ

ラン骨子案・素案への反映（関係会議資料は委託者が作成） 

   オ その他の情報分析・市への助言 

    (ア) 国の男女共同参画基本計画や香川県の「かがわ男女共同参画プラン」、

「かがわ困難な問題を抱える女性等支援計画」等関係計画及び市の状況

を勘案した上での調査情報分析 

    (イ) 市の総合計画等の他計画との整合性に係る情報分析・助言 

    (ウ) 国、香川県、先進自治体、同規模自治体及び近隣自治体の状況報告 

 (２) 計画書及び概要版の作成 

ユニバーサルデザインの視点で、イラストや図表などを活用し、一般市民に広

く伝わる親しみやすいデザインの計画書及び概要版を、令和９年３月２０日まで

に作成し、納品すること。 

概要版については、本編から要点を的確に抜粋し、次期プラン全体を分かりや

すく把握できるような構成とすること。 

 

６ 主なスケジュール（予定） 

令和７年 ７月～８月 市民等意識調査準備 

９月～１０月 市民等意識調査実施 

     １１月～１２月 市民等意識調査報告書作成 

令和８年 ２月～ 次期プラン骨子案作成 

令和８年 ３月～４月 幹事会・本部会（骨子案について） 

     ４月～ 次期プラン素案作成 

     ５月 令和８年度第１回懇談会（骨子案について） 

     ８月 幹事会・本部会（素案について） 

９月 令和８年度第２回懇談会（素案について） 

９月～ 次期プラン案作成 

令和９年 １月 パブリックコメント実施 

     ２月 次期プラン計画書・概要版作成 
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※国の「男女共同参画計画」や香川県のプランが示される時期等によって、年度

間の業務が変更となる可能性があるので、その場合は、受託者と別途協議する。 

 

７ 成果品 

【令和７年度】 

(１) 市民等意識調査結果報告書：紙原稿１部及び電子媒体（ＣＤ－Ｒ等）   

(２) 市民等意識調査票様式：電子媒体（ＣＤ－Ｒ等） 

(３) 回収した調査票 

(４) その他収集・分析したデータ：電子媒体（ＣＤ－Ｒ等） 

【令和８年度】 

(１) 計画書：Ａ４判１００頁程度、表紙４色本文１色刷、２００冊程度 

（その他の規格については提案によるものとする。） 

(２) 概要版：Ａ４判８頁程度、４色刷、１，０００部程度 

（その他の規格については提案によるものとする。） 

(３) 上記（１）及び（２）の電子媒体（ＣＤ－Ｒ等） 

 (４) その他収集・分析したデータ：電子媒体（ＣＤ－Ｒ等） 

 

８ 提出書類 

本業務の着手及び完了に当たって、下記の書類を提出しなければならない。 

【令和７年度】 

(１) 業務委託着手届 

(２) 令和７年度業務実績報告書 

(３) 令和７年度納品書 

(４) 令和７年度請求書 

【令和８年度】 

(１) 業務委託完了届 

(２) 令和８年度業務実績報告書 

(３) 令和８年度納品書 

(４) 令和８年度請求書 

なお、承認された事項を変更しようとするときは、その都度承認を受けなければ

ならない。 

 

９ 打合せ 

受託者は、常に委託者と緊密な連絡をとり、進捗状況の報告、スケジュール等の

調整、課題や問題点の解決等について、十分な打合せを行うとともに、作業の途中

において報告を求められたときは、直ちに報告を行わなければならない。 
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１０ 責任者の配置 

受託者は、責任者を配置することとし、責任者は、業務の適正な管理を行わなけ

ればならない。 

 

１１ 費用の負担 

本業務の執行等に伴う必要な費用は、本仕様書に明記のないものであっても、原

則として受託者の負担とする。 

 

１２ 疑義の解釈 

本仕様書に定める事項について、疑義を生じた場合、又は本基本仕様書に定めな

い事項については、本市と受託者の協議の上、これを定める。 

 

１３ 再委託 

受託者は、本業務の全部を一括して再委託してはならない。ただし、全体として

の委託業務の遂行に支障が生じない範囲で、本市に事前の書面による了承を得た上

で、本業務の一部を再委託することができる。 

 

１４ 不当要求行為の排除対策 

受託者は、「高松市発注建設工事等の契約に係る暴力団排除措置要綱」に基づき、

次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 暴力団等（暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団関係者（暴

力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団員以外の

者で、暴力団と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として同法第２条第

１号に規定する暴力的不法行為等を行うもの若しくは暴力団に資金等を供給

すること等によりその組織の維持及び運営に協力し、若しくは関与するものを

いう。）その他不当要求行為を行う全ての者をいう。以下「暴力団等」という。）

から不当要求行為（不当又は違法な要求その他この契約の適正な履行を妨げる

一切の不当又は違法な行為をいう。以下「不当要求行為」という。）を受けた

場合は、毅然として拒否し、その旨を速やかに委託者に報告するとともに、所

轄の警察署に届け出ること。 

（２） 暴力団等から不当要求行為による被害を受けた場合は、速やかに委託者に報

告するとともに、所轄の警察署に被害届を提出すること。 

（３） 受託者の下請業者が暴力団等から不当要求行為を受け、又は不当要求行為に

よる被害を受けた場合は、受託者に報告するよう下請業者を指導すること。ま

た、下請業者から報告を受けたときは、委託者に報告するとともに、所轄の警
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察署に届け出ること。 

 

１５ その他注意事項 

(１) 本業務において、受託者が制作し、委託者に提出した資料、写真、電子デー

タ等（以下、「本件成果物」という。）の著作権（著作権法第２７条及び第２８

条に規定する権利を含む。）は、委託者に帰属する。 

(２) 受託者は、委託者に著作権が帰属する本件成果物に関し、いかなる場合にお

いても、著作者人格権（著作権法第５９条）を行使しないこと。 

(３) 掲載する文章、説明文等は、事実・調査に基づくものとし、転写・引用につ

いては肖像権・著作権等の侵害とならぬよう格段の配慮をすること。 

(４) 受託者は、委託により知り得た事項及び個人情報について、厳にその秘密を

守り、他に漏らさないこと。 

(５) 委託者が貸与した資料等は、業務完了後速やかに返還し、個人情報の保護義

務を遵守すること。 

(６) 受託者は、本業務の遂行に当たっては、十分な注意を払わなければならない。

明らかな瑕疵により委託者に損害を与えた場合は、その損害額を補償しなけれ

ばならない。 

(７) 受託者は、本業務実施において諸事故が発生したときは、その原因・経過及

び被害の内容を、速やかに委託者に報告するものとする。また、受託者は当該

事故について一切の責任を負い、損害賠償等の請求があった場合は、一切を受

託者の責任において処理するものとする。 

(８) 受託者は、本業務の履行に当たり、関連する法令等を遵守しなければならな

い。 

(９) 受託者は、本業務の履行に伴い得た個人及び企業等に関する情報について、

その取扱い及び保管を慎重に行い、破損及び減失、盗難等のないよう責任を 

持って管理を行うとともに、業務上必要であっても委託者の承諾なく複製又は

貸与してはならない。また、この契約が終了し、又は解除された後、直ちに委

託者に引き渡さなければならない。 

(１０) 受託者は、この契約による事務を処理するため個人情報を取り扱う場合は、

別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

(１１) 経理にあたっては、その支出の内容を証する書類を整備し、会計帳簿とと

もに、事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間、委託者の要求が 

あったときは、いつでも閲覧に供することができるように保存すること。 

(１２) 天災の発生や感染症の蔓延等、不測の事態により業務の延期や続行不能が

見込まれる場合は、速やかに委託者と協議し、委託者の指示を仰ぐこと。 
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個人情報取扱特記事項 

 （基本的事項） 

第１条 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって取り扱うこととなる個

人情報（以下「個人情報」という。）については、個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５７号。以下「法」という。）及び高松市（以下「委託者」という。）

の定める高松市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年高松市条例第３７

号）その他関係法令並びに高松市情報セキュリティポリシ－及び本個人情報取扱特

記事項（以下「本特記事項」という。）を遵守し、適正に取り扱わなければならな

い。 

 （責任体制の整備） 

第２条 受託者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、

その体制を維持しなければならない。 

 （作業責任者等の届出等） 

第３条 受託者は、個人情報の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を定め、書

面により委託者に届け出なければならない。 

２ 受託者は、作業責任者又は作業従事者を変更する場合は、事前に書面により委託

者に届け出なければならない。 

３ 作業責任者は、本特記事項に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督

しなければならない。 

４ 作業従事者は、作業責任者の指示に従い、本特記事項に定める事項を遵守しなけ

ればならない。 

 （作業場所の特定等） 

第４条 受託者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、

この契約による業務の着手前に書面により委託者に届け出なければならない。 

２ 受託者は、作業場所を変更する場合は、事前に書面により委託者に届け出なけれ

ばならない。 

３ 受託者は、委託者の事務所内に作業場所を設置する場合は、作業責任者及び作

業従事者に受託者が発行する身分証明書を常時携帯させ、事業者名及び氏名が分

かるようにしなければならない。 

 （教育及び研修の実施） 

第５条 受託者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、本特記

事項における作業責任者及び作業従事者が遵守すべき事項その他この契約による

業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、作業責任者及び作業従事者に対して実

施しなければならない。 

２ 受託者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体

制を確立しなければならない。 

別記 
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 （秘密の保持） 

第６条 受託者は、この契約による業務を処理する上で、直接又は間接に知り得た個

人情報を第三者に漏らし、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了

し、又は契約解除された後も同様とする。 

２ 前項について、受託者は、在職中及び退職後においても同様であることを作業責

任者及び作業従事者に周知しなければならない。 

（個人情報の受領） 

第７条 受託者は、委託者から個人情報を受領する場合は、委託者が指定した手段、

日時及び場所で行うものとし、委託者に個人情報の預り証を提出しなければならな

い。 

 （再委託） 

第８条 受託者は、個人情報を自ら取り扱うものとし、個人情報を取り扱う業務の全

部又は一部を第三者（委託先の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条

第１項第３号に規定する子会社をいう。）を含む。）へ委託（以下「再委託」という。）

してはならない。ただし、次項の委託者の承認を得た場合は、この限りでない。 

２ 受託者は、やむを得ない理由により、この契約による業務の一部を再委託する必

要がある場合は、再委託先の名称、再委託する理由、再委託して処理する内容、再

委託先において取り扱う個人情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保する

対策並びに個人情報の取扱い状況についての再委託先に対する管理及び監督の方

法を明確にした上で、再委託をする前に、書面により再委託する旨を委託者に申請

しなければならない。 

３ 前項の承認を得た場合においては、受託者は委託者に対して、再委託先の全ての

行為及びその結果について責任を負うものとする。 

４ 受託者は、第２項の承認を得て再委託する場合は、再委託先との契約において、

個人情報の取扱状況についての再委託先に対する管理及び監督の方法について具

体的に定め、再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、委託者

の求めに応じて、当該管理及び監督の状況を委託者に対して報告しなければならな

い。 

５  前項に規定する場合における個人情報の取扱いについては、本特記事項の規定を

準用する。 

 （派遣労働者等の利用時の措置） 

第９条 受託者は、この契約による業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外

の労働者に行わせる場合は、当該正社員以外の労働者にこの契約及び本特記事項に

基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受託者は、委託者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果につ

いて責任を負うものとする。 
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（個人情報の管理） 

第１０条 受託者は、個人情報を保持している間は、次の各号の定めるところにより、

当該個人情報の管理を行わなければならない。 

(１) 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理が可能な保管室で厳重に

個人情報を保管すること。 

(２) 個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の利用者、保管場所そ

の他の個人情報の取扱いの状況を当該台帳に記録すること。 

(３) 個人情報の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の事故（以下「個人情報の

漏えい等の事故」という。）を防ぎ、機密性、完全性及び可用性の維持に責任

を負うこと。 

(４) 委託者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所

から持ち出さないこと。 

(５) 個人情報を電磁的記録として保管する場合は、当該個人情報が記録された媒

体及びそのバックアップの保管状況並びに記録された情報の正確性について、

定期的に点検すること。 

(６) 個人情報を電磁的記録として持ち出す場合は、暗号化処理又はこれと同等

以上の保護措置を施すこと。 

(７) 委託者の指示又は承諾がある場合を除き、個人情報が記録された資料を複

写し、又は複製しないこと。 

(８) 作業場所の変更等に伴い、個人情報を移送する場合は、移送時の体制を明

確にすること。 

(９) 作業場所に、私用電子計算組織、私用外部記録媒体その他の私用物を持ち

込んで、個人情報を取り扱う作業を行わせないこと。 

(１０) 個人情報を取り扱う電子計算組織に、個人情報の漏えい等の事故の発生

につながるおそれがあるアプリケーションをインストールしないこと。 

（収集の制限） 

第１１条 受託者は、この契約による業務を処理するために個人情報を収集する場

合は、その目的を明確にし、当該業務を処理するために必要な範囲内で、適法か

つ公正な方法により収集しなければならない。 

２ 受託者は、前項の規定により個人情報を収集する場合は、本人から直接収集す

るものとする。ただし、本人の同意を得た場合又は委託者の承諾がある場合は、

この限りでない。 

 （個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第１２条 受託者は、委託者の指示又は承諾がある場合を除き、個人情報をこの契

約による業務の処理以外の目的で利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 （個人情報の返還又は廃棄） 
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第１３条 受託者は、この契約が終了し、又は契約が解除された場合は、委託者の

指定した方法により、個人情報を返還し、消去又は廃棄しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報の消去又は廃棄に際し委託者から立会いを求められた場合は、

これに応じなければならない。 

３ 受託者は、第１項の規定により個人情報を廃棄する場合は、当該情報が記録され

た電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必

要な措置を講じなければならない。 

４ 受託者は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担

当者名及び消去又は廃棄の内容を記録し、書面により委託者に対して報告しなけれ

ばならない。 

 （定期報告及び緊急時報告） 

第１４条 受託者は、委託者から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められ

た場合は、直ちに報告しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時における報告の

手順を定めなければならない。  

（監査及び実地検査） 

第１５条 委託者は、個人情報の取扱いについて、この契約の規定に基づき必要な措

置が講じられているかどうかの検証及び確認をするため、受託者及び再委託先に対

して、監査又は実地検査（以下「監査等」という。）を行うことができる。 

２ 受託者は、委託者が前項の目的を達するため、受託者に対して必要な情報を求め、

又は本委託業務の処理に関して必要な指示を行った場合は、これに応じなければな

らない。 

３ 委託者は、監査等の結果、個人情報の不適切な取扱いがあった場合は、受託者に

対して改善を要請できるものとする。  

（事故発生時等の対応） 

第１６条 受託者は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生し、又は発

生するおそれがあることを知ったときは、その事故の発生に係る帰責の有無に関わ

らず、直ちに委託者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発

生場所、発生状況その他必要な事項を書面により報告し、委託者の指示に従わなけ

ればならない。この契約が終了し、又は解除された後も、同様とする。 

２ 受託者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、委託者その他の関

係者との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧及び再発防止の措置を迅速かつ適

切に実施するために、緊急時対応計画を定めなければならない。 

３ 委託者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該個人

情報の漏えい等の事故に関する情報を公表することがある。この場合において、受

託者は、委託者が受託者から報告を受けた内容を公表することに同意するものとす
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る。 

 （契約解除） 

第１７条 委託者は、受託者が本特記事項に定める義務を履行しない場合は、この契

約の全部又は一部を解除することができる。 

２ 受託者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合において、委託

者に対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

（損害賠償） 

第１８条 受託者の故意又は過失によるものか否かを問わず、受託者が本特記事項の

内容に違反し、又は本特記事項に定める義務の履行を怠ったことにより、委託者又

は第三者に損害を与えたときは、受託者は、委託者に対して、その損害を賠償しな

ければならない。 

 


